
災害時の給食施設間の共助体制 
構築に向けた取組み 

 
～石巻管内災害時等給食施設栄養士ネットワーク会議の検討経過～ 

東部保健福祉事務所（石巻保健所）渡部 順子 



防災対策における自助・共助・公助 
「自助・共助・公助」の３つの連携が円滑なほど、災
害の被害は軽減できるといわれています。 
 
「自助」・・・自ら（施設）が取り組むこと 
 
「共助」・・・近隣（施設）が互いに助け合うこと 
 
「公助」・・・国や地方公共団体などが取り組むこと 

Ｈ２０ 防災白書（内閣府）より 



○給食施設とは 
  特定多数人に継続的に食事を供給する施設。 
   特定給食施設：１回100食以上又は１日250食以上を供給 
    その他の給食施設：１回50食以上又は１日100食以上を供給 
   ＊「特定給食施設」は、健康増進法により「施設の届出」や「設置者による適切な栄養管理の 
     実施義務」、「その他の給食施設」は県条例により、「施設の届出」や「設置者による適正な栄 
     養管理に努めること」が求められている 
 

○石巻保健所管内の給食施設 
  施設数   ９９施設（H26.1.20現在） 
  喫食者数 約27,000人（管内人口の約１８％） 
  施設種別 学校、病院、老人保健施設、社会福祉施 
         設、児童福祉施設、事業所等          
    
 



○給食施設指導における保健所の役割 
 
 ☆☆保健所管理栄養士（栄養指導員）の役割☆☆ 
 
 ・保健所栄養指導員等が給食施設の適切な管理の実 
  施について指導及び助言を実施する（健康増進法） 
  →給食を通じた健康づくりの推進 
 
 ・健康危機管理対策の一環として、災害等に備え、特 
  定給食施設が担う役割を整理し、施設内及び施設間 
  の協力体制の整備に努める（厚労省健康局がん対 
  策・健康増進課長通知） 
  →災害に備えた食環境整備の推進 
  



○ネットワーク会議開催のきっかけ 
１ 入所施設では、電気や水が使えなくても、給食を提供し続けなくてはいけない 

図１ 震災で被害を受けた施設 図２ 給食休止期間の有無 

○災害時給食施設実態調査結果（石巻保健所管内分） 
  実施時期：H23.8～12 
  対象施設：管内９４施設対象 
  調査内容：東日本大震災の被害状況、食料の備蓄状況、今後の備えについて 等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 →入所施設では、今まで以上に「更なる災害への備え」を図る必要があること 



２ 先の災害では、食料不足が発生した一方、支援物資が大量に届き、
有効活用できないケースも生じていた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 食料に不足のあった施設（休止施設除く） 
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 →支援物資等の有効活用を図るシステムの検討が必要 



３ 管内の給食施設栄養士から、地域の給食施設で相互に支援できる 
共助の体制づくりを求められたこと 

災害時に有用な
情報など（給水
情報や支援物
資）など、他の施
設と共有できれ
ばよかった。 

遠くからの支援が
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施設で助け合える
ような仕組みづくり
が必要なのでは 
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いいのでは 

 →共助体制づくりの検討が必要 



石巻管内災害時等給食施設栄養士ネットワーク会議 
１ 対象 １日３食を提供する給食施設栄養士等 ３８施設 
  ＊これまでの会議では、市町栄養士も参集者としている 
 
２ 目的  
   ①災害時における管内入所施設の共助体制の検討 
   ②災害時における管内入所施設の備え（自助）の強化 
 
３ 会議の運営 
  ①保健所長が参集し、会議を運営。 
  ②平成２４年３月から，年２回程度会議を実施。 
  ③情報伝達ルールの検証のため，情報伝達訓練を年１回実施。 
 
４ その他 
  近隣施設同志で編成した班でのグループワークを中心に会議を運営し， 
  会議内容の検討と合わせ，他施設の良好事例の共有や，顔の見える連 
  携などを進められるように配慮した。 



会議での検討内容 
   主な検討（実施）内容     検討（実施）結果 

第１回目 
（H24.3） 

・他県での先行事例を紹介 
・石巻で行う共助内容を検討 

・情報共有のための栄養士連
絡網を作成する 

第２回目 
（H24.6） 

・栄養士連絡網の運用法を検討 
・情報共有、物資賃借、人材派遣、食事
提供の実現可能性や課題を検討・整理 

・連絡網運用ルールを決定 
・まずは情報共有から実施する
のが妥当という意見となる 

第３回目 
（H25.2） 

・訓練を踏まえた連絡網運用法の見直し 
・先進地（兵庫県）の事例紹介と今後の
活動内容の検討 
・情報共有の本格実施に向けた課題解
決策の検討 

・「訪問」による連絡方法を追加 
・共助活動の前提として自助が 
あることを確認 
・共助活動実施のためには、施
設内他職種の理解を得るため
の取組が必要 

第４回目 
（H25.7) 

【管理者なども会議に参集することに】 
・情報伝達訓練の実施についての検討 
・物資賃借の実施に向けた課題の整理 

・訪問による方法での訓練実施 
・各施設の備蓄状況の共有や
協定の締結，他地区との連携も
検討が必要 

第５回目 
（H26.2） 

・情報共有の方法の見直し 
・各施設の備蓄状況の情報共有 



「情報共有」を行うためのツール① 

図４ 連絡網の作成 図５ 被災状況連絡票の作成 



・市町内で震度５強以上の地震発生時、発災４８時間以内に別紙様式で保健所に報告 
・報告のない施設の状況を保健所で確認し、 要支援情報（必要に応じ被災状況）をとりまとめ
全施設へ還元。 
・支援可能な施設は保健所あて連絡し、保健所で支援調整を行う。 
＊被害状況と併せて要支援情報・災害時に共有すべき情報があれば報告・還元する 

被災状況の報告ルール 

災害時の情報伝達方法について 

「情報共有」を行うためのツール② 

被災状況の報告期限や伝達方法
は，まだまだ見直しが必要な状況 



訓練の実施状況 
 訓練の内容  検証結果 

第１回目 
（H24.7） 

目的：連絡網の活用ルールの検証 
方法：①FAXによる情報伝達 
    ②電話による情報伝達 
    ③メールによる情報伝達 
評価：各連絡法の所要時間と連絡の伝 
    達状況，災害時の活用に向けて 
    見直しが必要な点などを評価 
 

・停電時の対応の検討が必要 
・保健所被災時の検討が必要 
・被災状況の報告要件の検討が
必要 
 

第２回目 
（H25.9） 

目的：訪問による連絡方法の検証 
方法：①グループ内での施設訪問によ 
    る情報伝達 
    ②班長施設と保健所の訪問によ 
    る情報伝達 
評価：所要時間と連絡の伝達状況，災 
    害時の活用に向けて見直しが必 
    要な点などを評価 
 

・近隣施設が集まるグループで
は対応可能だが，施設の距離が
遠いグループは対応が難しい 
・災害時に直接訪問は難しい施
設が多い 
・被災状況の報告期限の検討が
必要 
 



活動の成果と課題 
☆☆ 成果 ☆☆ 
①災害時の共助体制の１つとして「情報共有」の仕組みづくりができた。 
 
②近隣施設同志のグループワークを実施することで，グループ内の連携 
 強化や災害に向けた自助の強化にもつながっている。 
 
☆☆ 課題 ☆☆ 
①他地区との連携に向けて、、、 
 他地区（県内）は相互支援活動は検討されていないが、石巻では、他地区
との連携も必要という声がでている。どう連携をとるべきか、、、 
②相互支援活動のゴール設定 
 「相互支援活動」の着地点をどこに置くか。各施設の期待や思いを踏まえ
つつ、災害時に有効な体制づくりとしてどこまで相互支援活動を行うべきか、
関係者との更なる検討と整理が必要。 



今後に向けて 
①災害時の相互支援体制づくりに向け、継続した会議の実施、訓練を継
続していく。 
 
②石巻地区の相互支援活動を他地区に活動紹介し、他地区でも相互支
援活動の必要性を考えていただく機会を作りたい。 
 
③活動を通じ、管内施設の備えの更なる強化につながるよう、施設の備
えの共有を進めたり、連携強化により、他業務についても活発に情報交
換、良好事例の共有ができる体制づくりにもつなげたい。 
 
④自助・共助・公助が円滑に連携できるよう、市町との連携のあり方など
も含め、施設が災害活動で果たす役割なども施設とともに考えていきた
い。 
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